
議－１１ 

議第９８号 

京都市敬老乗車証条例の一部を改正する条例の制定について 

 

（保健福祉局） 

 

１ 条例改正の趣旨 

 敬老乗車証について，制度の持続可能性を高めるため，平均寿命の延びや受益と負担のバラ

ンスを踏まえ，交付開始年齢の引上げ等を行うとともに，利用者の選択の幅を広げ，交付率の

向上にもつながる新たな手法を導入することにより，高齢者の社会参加を支援していくため，

必要な措置を講じようとするものである。 

 

２ 条例改正の概要 

⑴ 交付開始年齢の引上げ 

交付開始年齢を７５歳に引き上げる。なお，引上げに当たっては，経過措置期間を１０年

間設け，その間２年に１歳ずつ引き上げる。 

   【参考：経過措置期間中の交付開始年齢】 

生年月日 交付開始年齢 

昭和 27年 10月 1日まで 令和 4年 10月以降も交付可能 

昭和 27年 10月 2日～28年 10月 1日 71 歳（令和 5 年 10 月以降）から交付 

昭和 28年 10月 2日～29年 10月 1日 72 歳（令和 7 年 10 月以降）から交付 

昭和 29年 10月 2日～30年 10月 1日 73 歳（令和 9 年 10 月以降）から交付 

昭和 30年 10月 2日～31年 10月 1日 74 歳（令和 11 年 10 月以降）から交付 

昭和 31年 10月 2日以降 75 歳（令和 13 年 10 月以降）から交付 

  

⑵ 交付対象者の変更 

交付対象者を合計所得金額７００万円未満の方とする。 

  【参考：合計所得金額７００万円以上の方の人数等（令和２年１０月末時点）】 

 総数 
合計所得金額 700万円以上の方 

人数 割合 

交付対象者数 315,097人 6,396人 2.03％ 

上記のうち交付者数 149,611人 1,600人 1.07％ 

 

⑶ 負担金の改定 

ア 階層区分の細分化 

    合計所得金額２００万円以上７００万円未満の階層を「合計所得金額２００万円以上 

４００万円未満」と「合計所得金額４００万円以上７００万円未満」の階層に細分化する。 

  イ 負担金の引上げ 

市民税非課税階層の負担金（年額３，０００円）について，中高生の市バス・地下鉄連

絡定期券（年額９３，８６０円～１２９，１８０円）の最低額の１０％程度（年額      

９，０００円）となるよう引き上げる。併せて，市民税課税階層の各負担金についても，

現行の市民税非課税階層の負担金との比が同じとなるよう引き上げる。 

なお，激変緩和のため，令和４年１０月１日から令和５年９月３０日までは，引上げ後

の負担金の３分の２に抑制する。



議－１２ 

【参考：階層区分及び負担金（年額）の対照表】 

（現行）                  （改正案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注 1）「市民税非課税」欄の（*）は，中高生の市バス・地下鉄連絡定期券との比。 

（注 2）「市民税課税で，合計所得金額が 700万円以上」区分（※）は，改正後，交付対象外。 

（注 3）生活保護受給者等は見直し後も無料。 

   【参考：負担金の引上げに伴う利用者負担】 

 〇 市民税非課税階層について，一人当たり事業費（年間３．８万円）に対し，約１０

分の１であった負担金は，約４分の１（残り４分の３は市税負担）となる。 

〇 負担金引上げ後であっても，月額７５０円～３，７５０円の負担（中高生の市バス・

地下鉄連絡定期券の半額以下）で，市バス・地下鉄のフリーパスを利用できる。なお，

市バス・地下鉄共通全線定期券は，年額２０５，５２０円である。 

 

 

 

 

 

 

 

⑷ 敬老乗車券（敬老バス回数券）の導入 

負担金の額ほど利用しない高齢者層の社会参加を支援するため，市内のバス路線に限定し

た回数券方式の敬老乗車券を，令和５年度から新たに導入する。 

【参考：敬老乗車券の概要】 

交付対象者 
敬老乗車証の交付対象者であって，従来のフリーパス方式の敬老乗車証

の交付を受けない方（従来のフリーパス方式の敬老乗車証との併給不可） 

利用者負担 
敬老乗車券の額面の半額を利用者が負担し，残り半額を公費負担 

（公費負担の限度は１人当たり年間５千円（額面が 1万円まで交付可能）） 

対象バス路線 市バスの他，導入に協力の得られる民営バスが運行する市内バス路線 

   ※ なお，導入５年後に利用状況等の制度検証を行う。 

 

階層区分 負担金 
人数の

構成比 

 

階層区分 

負担金 

令和４年１０月１日～ 

令和５年９月３０日 
令 和 ５ 年 １ ０ 月 １ 日 ～ 

市民税非課税 
3,000円 

(*約 3％) 
63.64％ 市民税非課税 6,000円 

9,000円 

(*約 10％) 

市民税課税で，

合計所得金額

が 200万円未満 

5,000円 23.49％ 

市民税課税で，

合計所得金額が

200万円未満 

10,000円 15,000円  

市民税課税で， 

合計所得金額が

200万円以上 

700万円未満 

10,000円 6.60％ 

市民税課税で， 

合計所得金額が

200万円以上 

400万円未満 

20,000円 30,000円 

市民税課税で，

合計所得金額

が 700万円以上 

（※） 

15,000円 1.07％ 

 市民税課税で， 

合計所得金額が

400万円以上 

700万円未満 

30,000円 45,000円 

【参考：事業費総額に占める利用者負担の割合】 

利用者負担 

13％ 
市税負担 ８７％ 

 

利用者負担 ３４％ 市税負担 ６６％ 

 

令和 2年度 

予算 

令和 14年度 

見込み 



議－１３ 

 ⑸ その他 

上記２⑴及び⑷に伴い，京都市乗合自動車旅客運賃条例及び京都市高速鉄道旅客運賃条例

を一部改正するなど，必要な規定整備を行う。 

 

３ 施行期日 

  ⑴ 上記２⑴，⑵，⑶及び⑸※（※交付開始年齢に係る改正に限る。）の改正 

 令和４年１０月 1日 

⑵ 上記２⑷及び⑸※（※交付開始年齢に係る改正を除く。）の改正 

令和５年１０月１日 

ただし，敬老乗車証の交付及び交付に必要な準備行為に係る規定は，公布の日から施行す

る。 

   

（参考） 

１ 第２種敬老乗車証（民営バス敬老乗車証）の適用地域の一部拡大 

現在，民営バスのみが運行している地域に限定して交付している第２種敬老乗車証につい

て，交付率の行政区間での格差を緩和するため，令和５年度から適用地域を一部拡大する。 

交付率が全市平均を下回る行政区の中から，市バス・民営バスの運行状況を勘案の上，協

力の得られる民営バスが運行する路線・区間の一部を対象とする。なお，具体的な内容につ

いては検討中である。 

 

 ２ 見直しによる効果の見込み 

  ⑴ 交付率等の見込み 

交付開始年齢引上げの経過措置終了後初年度（令和１４年度）の交付率 

 令和２年度（実績） 令和１４年度 

交付率 47.48％ 60％程度 

交付対象者数 315,097人 約 263,000人 

交付者数 149,611人 約 158,000人 

    

  ⑵ 財政効果の見込み 

ア 交付開始年齢引上げの経過措置終了後初年度（令和１４年度）の財政効果 

令和 14年度 

Ａ 市税負担①（現状のまま何も見直さない場合） ５８億円 

Ｂ 市税負担②（上記２⑴～⑶の見直し後） ２０億円 

Ｃ 市税負担③（上記２⑷及び参考１の見直し後） ５億円 

Ｄ 見直し後の市税負担の合計（Ｂ＋Ｃ） ２５億円 

Ｅ 財政効果（Ｄ－Ａ） ▲３３億円 

   イ 令和４～７年度の財政効果（累計額） 

令和 4～7年度 

Ａ 市税負担①（現状のまま何も見直さない場合） ２２０億円 

Ｂ 市税負担②（上記２⑴～⑶の見直し後） １３２億円 

Ｃ 市税負担③（上記２⑷及び参考１の見直し後） １７億円 

Ｄ 見直し後の市税負担の合計（Ｂ＋Ｃ） １４９億円 

Ｅ 財政効果（Ｄ－Ａ） ▲７１億円 

 



議－１４ 

（参照） 

現行京都市敬老乗車証条例（抄） 

（目的） 

第１条 この条例は，敬老乗車証（高齢者が運賃を支払うことなく，公共交通機関の一部を利用

することができる証票をいう。以下同じ。）に関し必要な事項を定めることにより，高齢者の社

会参加を支援し，もって高齢者の福祉の増進に寄与することを目的とする。 

（敬老乗車証の交付対象者） 

第２条 敬老乗車証の交付の対象となる者（以下「交付対象者」という。）は，次の各号に掲げる

種類の区分に応じ，それぞれ当該各号に掲げる者とする。 

⑴ 第１種敬老乗車証 本市の区域内に住所を有する７０歳以上の者（寝たきりの状態その他

これに準じる状態であって，公共交通機関の利用が困難であると認められる状態にある者及

び別に定めるものの交付を受けている者を除く。） 

⑵ 第２種敬老乗車証 前号の者のうち，北区，左京区，右京区，西京区及び伏見区の区域内

で別に定める地域内に住所を有するもの 

（敬老乗車証の交付） 

第３条 敬老乗車証の交付を受けようとする者（以下「交付申請者」という。）は，別に定めると

ころにより，市長に申請しなければならない。 

２ 市長は，前項の規定による申請があった場合において，交付申請者が交付対象者であると認

めたときは，敬老乗車証を交付する旨を決定し，その旨を交付申請者に通知しなければならな

い。 

（負担金） 

第４条 前条第２項の規定による通知を受けた交付申請者は，敬老乗車証の交付を受ける際，敬

老乗車証の交付に係る事業に充てるために負担すべき費用として別表第１に掲げるもの（以下

「負担金」という。）を納入しなければならない。ただし，生活保護法第６条第１項に規定する

被保護者その他別に定める者については，この限りでない。 

（負担金の還付） 

第５条 既納の負担金は，還付しない。ただし，市長が特別の理由があると認めるときは，この

限りでない。 

（負担金の減免） 

第６条 市長は，特別の理由があると認めるときは，負担金を減額し，又は免除することができ

る。 

（有効期間） 

第７条 敬老乗車証の有効期間は，別表第２のとおりとする。 

（通用区間） 

第８条 第１種敬老乗車証を利用することができる区間は，別表第３のとおりとする。 

２ 第２種敬老乗車証を利用することができる区間は，別に定める。 

（譲渡，貸与等の禁止） 

第９条 敬老乗車証の交付を受けた者は，これを譲渡し，貸与し，又は担保に供してはならない。 

（敬老乗車証の返還） 

第１０条 敬老乗車証の交付を受けた者は，交付対象者でなくなったときは，当該敬老乗車証を

市長に返還しなければならない。 

２ 市長は，次の各号のいずれかに該当する者があるときは，その者に対し，敬老乗車証の返還

を命じることができる。



議－１５ 

⑴ 前条の規定に違反した者 

⑵ 不正の手段により敬老乗車証の交付を受けた者 

（委任） 

第１１条 この条例において別に定めることとされている事項及びこの条例の施行に関し必要な

事項は，市長が定める。 

（以下略） 

別表第１（第４条関係） 

区分 負担金 

１ 第３条第２項の規定による通知をした日（以下「通知日」という。）の属する年

度分の地方税法（以下「法」という。）第５条第２項第１号に規定する市町村民

税（特別区が法第１条第２項の規定により課する法第５条第２項第１号に規定

する市町村民税を含む。以下「市町村民税」という。）が課されていない者又は

これに準じる者として別に定めるもの 

円 

３，０００ 

２ 通知日の属する年度分の市町村民税が課されている者であって通知日の属する

年の前年の法第２９２条第１項第１３号に規定する合計所得金額（以下「合計

所得金額」という。）が２，０００，０００円未満であるもの又はこれに準じる

者として別に定めるもの 

５，０００ 

３ 通知日の属する年度分の市町村民税が課されている者であって通知日の属する

年の前年の合計所得金額が２，０００，０００円以上７，０００，０００円未

満であるもの 

１０，０００ 

４ 通知日の属する年の前年の合計所得金額が７，０００，０００円以上である者 １５，０００ 

備考 

１ 敬老乗車証の有効期間が６箇月を超えない場合の負担金は，この表に掲げる額の２分の

１に相当する額とする。 

２ 通知日が１月１日から６月３０日までの間である場合におけるこの表の適用について

は，同表中「前年」とあるのは「前々年」とする。 

３ 通知日が４月１日から６月３０日までの間である場合におけるこの表の適用について

は，同表中「年度分」とあるのは「前年度分」とする。 

別表第２（第７条関係） 

区分 有効期間 

通知日が１月１日から６月３０日までの間及び１０月１日から

１２月３１日までの間である場合 

通知日の翌日からその日以後最

初に到来する９月３０日まで 

通知日が７月

１日から９月

３０日までの

間である場合 

交付申請者が有効期間の初日を通知日の翌日とす

ることを希望する場合 

交付申請者が有効期間の初日を通知日後最初に到

来する１０月１日とすることを希望する場合 

通知日の属する年の１０月１日

から翌年の９月３０日まで 

（以下略） 

 

 

 



議－１６ 

現行京都市乗合自動車旅客運賃条例（抄） 

（乗車券の種類） 

第３条 この条例で別に定めるもののほか，乗車券の種類は，普通券，回数券及び定期券とする。 

（以下略） 

（旅客運賃の無料） 

第１２条 次に掲げる旅客の旅客運賃は，無料とする。 

⑴ 児童福祉法第６条に規定する保護者が同伴する６歳未満の者 

⑵ ６歳以上の旅客（前号の保護者を除く。）が同伴する６歳未満の者（１歳以上６歳未満の者

にあっては，当該旅客１人につき２人までに限る。） 

⑶ 本市の区域内に住所を有する７０歳以上の者（京都市敬老乗車証条例第２条第１号に規定

する第１種敬老乗車証の交付を受けている者に限る。） 

（以下略） 

（乗車券の効力） 

第１３条 旅客運賃を変更した場合は，その変更前に発売した普通券及び回数券は，新旧運賃の

差額を支払って使用することができる。 

２ 前項の乗車券を所持する旅客は，これと新乗車券との引換えを請求することができる。この

場合，新旧運賃の差額は，追徴又は払いもどしする。 

（以下略） 

第１５条 乗車券の様式を変更した場合は，その変更前に発売した普通券又は回数券を所持する

旅客は，これを使用し，又は新乗車券との引換えを請求することができる。 

２ 定期券は，様式変更の後もその通用期間中は有効とする。 

（以下略） 

 

現行京都市高速鉄道旅客運賃条例（抄） 

（旅客運賃の無料） 

第１０条 次に掲げる旅客の旅客運賃は，無料とする。 

⑴ 児童福祉法第６条に規定する保護者が同伴する６歳未満の者 

⑵ ６歳以上の旅客（前号の保護者を除く。）が同伴する６歳未満の者（１歳以上６歳未満の者

にあっては，当該旅客１人につき２人までに限る。） 

⑶ 本市の区域内に住所を有する７０歳以上の者（京都市敬老乗車証条例第２条第１号に規定

する第１種敬老乗車証の交付を受けている者に限る。） 

（以下略） 

 

 


